











































A Study of Agricultural Cooperatives and Agricultural
Corporation from the Viewpoint of Management Strategy




















































































































年度 組合員(人) 准組合員(人) 構成比(％)
1959年 6,152,853 764,490 89 11
1960年 5,780,308 755,683 88 12
1961年 6,045,270 802,811 88 12
1962年 6,014,694 822,745 88 12
1963年 6,040,051 866,178 87 13
2005年 4,997,797 4,190,356 54 46
2006年 4,942,200 4,380,231 53 47
2007年 4,888,449 4,544,360 52 48
2008年 4,828,192 4,666,142 51 49


























































1959年 1960年 1961年 1962年 1963年
信用事業 13,365,145 15,916,871 22,195,288 30,744,286 46,636,914
共済事業 1,439,551 1,878,939 2,438,230 3,052,689 4,003,594
購買事業 17,570,549 18,690,334 23,010,903 27,370,239 33,317,639
販売事業 6,858,541 7,352,642 8,447,089 9,823,071 11,773,339
農業倉庫 5,098,795 5,219,232 5,801,030 5,688,187 5,659,284
加工事業 2,336,884 2,355,462 2,525,009 2,653,838 2,492,706
利用事業 725,030 787,110 950,584 1,072,203 1,179,982


























































2004 2005 2006 2007 2008
信用事業 716,583,956 731,796,019 744,888,427 768,409,656 737,734,542
共済事業 557,058,096 548,429,160 541,503,458 513,161,346 509,373,166
購買事業 448,988,123 419,165,002 392,483,242 371,526,461 379,095,840
販売事業 132,710,379 131,407,687 133,506,605 131,554,771 132,399,680
農業倉庫 20,542,789 21,377,946 21,055,212 20,987,067 20,076,846
加工事業 19,384,322 17,866,140 17,846,960 17,846,960 16,639,604
利用事業 88,609,410 91,045,838 85,390,520 85,465,994 85,984,906



































































































































































































































































































































































































































協力農家A 協力農家B 協力農家C JA
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部外者からみれば簡単な作業に見受けられるかも
しれない。安易な考えで農業をやってみようと思
うかもしれない。しかし、農業というものは、自
然を相手し、いいものを育てあげるということは
過酷な作業なのである。さらに、トップリバーの
戦略的農業は、過酷な農業をやりつつ、そして営
業という今まで農業になかった新しい分野も切り
開いた。甘い考えをもった農業志望者に改心して
もらうためにも、この人材育成3工程は重要であ
る。
トップリバーは、この人材育成3工程のうち、
第１段階の短期研修、第2段階の長期研修を終え
たあと、研修生(正社員)として受け入れる。そこ
で、トップリバーはこの社員を｢子｣として受け入
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表3-2 短期研修の概要
(出所) 嶋崎秀樹[2009]を基に筆者作成
研修期間 7日間(連続しなくてもよい)
給与 なし(研修中の生活費については支給)
研修内容 定植･収穫などの基本的な作業
住居 事務所2階･アパート等
保険等 なし
選考方法 担当者と面談
表3-3 長期研修の概要
(出所) 嶋崎秀樹[2009]を基に筆者作成
研修期間 3か月～6か月
給与 日給5,000円(研修中の生活費は支給なし)
研修内容 定植･収穫などの基本的な作業
住居 事務所2階･アパート等
保険等 なし
選考方法 短期研修後,担当者と面談
表3-4 研修生(正社員)の概要
研修期間 3年～6年
給料 (初年度)2,116,000/年収
ボーナス･住宅手当18,000円/月含む
昇給あり 年1回･10,000/年1回
ボーナス 100,000×正社員年数/年1回
研修内容 圃場の管理･企画
住居 基本的に自分で場所を見つける
保険など 社会保険･厚生年金･労働保険(雇用･労災)
選考方法 長期研修終了後,担当者と面談
(出所) 嶋崎秀樹[2009]を基に筆者作成
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れる。社員が｢子｣ということは、この｢子｣を育て
るトップリバーは｢親｣である。いわば、トップリ
バーは家族経営である。基本的に、農家(家族)は
独自に培った経営ノウハウや栽培技術などを他人
には教えない。それは、農家(家族)以外に経営ノ
ウハウや栽培技術が真似されると、自家に影響が
出るからである。しかし、トップリバーは社員を
含め、家族経営である。よって、社員(子)に経営
ノウハウや栽培技術などさまざまな情報を出し惜
しみしない。このなかでも、もっとも重要な経営
感覚を伝える。
さらに、トップリバーには興味深い話がもう１
つある。それは、嶋崎秀樹[2009]に、あるブドウ
農家が利益をあげているにも関わらず、後継者が
いないと困っていた。…(中略)…その若い社員を
引き受けたいという話になり、彼はブドウ農家の
元でさらなる修行を積むことになったのだ、とあ
る。これは、トップリバーの代表嶋崎秀樹氏の知
り合いが、後継者がいなく困っているところに、
自社の社員を紹介したのである。今日、ネットな
どのハローワークでも農業関係の求人はある。そ
れに対する応募もある。しかし、収益を上げてい
る農家、特殊な経営手法や経営戦略をもった農家
は、基本的に求人の公表をせず、応募者とのマッ
チングもできていない。それは、このような農家
に己の持っている全てのもの(経営資源)を託せる
覚悟、応募者の農業に対する覚悟がないからであ
る。では、なぜトップリバーは仲介が成功したの
か。それは、トップリバーの戦略的経営で培った
信用・信頼である。トップリバーの嶋崎秀樹氏の
紹介であったからこそ成功したのであろう。
5 今後の日本における農業経営に必要なもの
5-1 今後の日本における農業に対する考え方
今日、日本における農業は、危機的状況に瀕し
ているといっても過言ではない。これから日本に
おける農業は発展をするのか、衰退するのかの2
択に迫られていると考えられる。それは、農産物
の国際的自由貿易の波をはじめ、非耕作地の増加
や後継者不足など様々な問題に直面しているから
である。渋谷往夫[2009]で、今後の日本農業の行
く末を2つあげている。1つ目は、これからの10年
で産業としての発展を遂げて食料自給率を向上さ
せ、かつ工業製品の輸出に成功したように、高級
な農産物や技術・ノウハウを輸出するような国に
なるのか、である。2つ目は、これまで以上に衰
退が進み一層食料を海外に依存する国になるのか、
である。
また、農業事業体に求められるのは、戦略的経
営である。他産業の経営戦略や経営資源、経営ノ
ウハウなどを農業経営に柔軟に適応させる必要が
ある。それは、他の産業で成功したユニクロ４な
どは、農業に参入したが失敗に終わっている。ま
た工業の経営戦略は、農業にそのまま適応するこ
とは困難であるということである。よって、農業
に特化した新たな経営戦略を構築する必要がある。
それは、農業が自然を相手にした自然物というこ
とを前提にした経営戦略の構築である。農業経営
に特化した選択と集中や組織化による合理化、マー
ケティングなどの経営手法を用いるのである。
マーケティングに関していえば、消費者は、時
代と共に食に対するニーズを変化させる。それが、
安全性や安心性、経済性などさまざまである。こ
のように、消費者のニーズは多様化の一途を辿っ
ている。そこで、生産者は、消費者のニーズに合
わせたものを、提供しなければならない。そのた
めに、生産者と消費者の距離が短い必要がある。
今日、既存の流通経路であるブラックボックスは、
生産者と消費者の距離を著しく遠くしている。こ
れでは、生産者は、消費者の敏感な消費者思考を
くみ取れない。そこで、農業の第6次産業化をす
ることにより、生産者と消費者の距離を縮めるこ
とができる。さらに、長野県を代表とする農業立
県は、生産直売所などで生産者と消費者が、面と
向かうこともある。生産者は、生産者と消費者と
の距離が近いことで消費者に対し、目を光らせ、
何を必要としているのかを察知することができる。
また、生産者は経営者としてマーケティングをし、
消費者が欲しいものを提供しなければ、経営事業
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体として存続できない。
さらに、消費者の消費者行動も重要である。消
費者は、目先の利を優先し低価格の海外産農作物
を買ってはならない。それは、大きくわけて3つ
の理由からなる。1つ目は、農業者に儲けさせる
ためである。儲けさせるというと少し語弊がある
かもしれないが、農家は、再生生産可能な価格を
しなければならない。そのためには、ある一定以
上の価格設定をする必要がある。農作物を市場の
原理に任せ、豊作だからといって価格が急降下し、
出荷すると赤字になるということをさせなければ
ならない。消費者は、安ければ良いのではなく、
高くてもそれには理由があるということを認識し
なければならない。2つ目は、より安全・安心な
農作物を消費するためである。また、大島一二[2
003]で、日本側の要因として、1990年代以降の日
本の不況・デフレ経済において、食品・外食産業
間の競争が、ますます激化しており、これに対処
するために安価な輸入農産物に依存する企業が増
加していることがあげられる５、と述べている。
これは、つまるところ、食品・外食産業が安価な
商品を要求した消費者にニーズに対応したことで
ある。そのため、単価の安い海外産農作物を使う
ようになった。しかし、海外産農作物は、今もな
お残留農薬問題が跡を絶たない。トレ-サビリティ
制度や残留農薬の規制などが厳しい国産の農作物
を買うべきである。3つ目は、国土を保全するた
めである。国内の農作物が消費されれば、それに
対応し農作物を生産しなければならない。となる
ならば、さらに耕作地を増やす必要が出てくる。
さらに、今日、非耕作地の流動性が向上し、規制
が緩和されているなかでは、耕作地の増幅は以前
に比べ容易になったといえる。日本農業の特色で
ある農業による国土の保全を達成するためには、
消費者の意識も必要である。
5-2 農業における共私的機関としての役割
今日、日本における農地転用は、制度が緩和さ
れ流動的になっている。それは、2003年に農地法
の特例として農地リース特区制度をはじめ、2005
年の農業経営基盤強化法促進法、2009年の改正農
地法の制定があげられる。このような規制緩和に
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図4-1 今日の社会組織における性格の分類
(出所) 筆者作成
公的 共的 私的
共私的
より、農業法人の増加はもとより、一般法人(株
式会社)も年々増加の傾向にある。これは、これ
までの規制のなかでは、農業が衰退の一途を辿る
という懸念からうまれた規制緩和であろう。これ
は、良くも悪くも、農業の入り口を広げ農業者を
増やすことができる。しかし、農業をやる以上、
農業の特性である共私的機関としての役割を担わ
なければならないのである。
上述した通り、今日、農業を行っている経営事
業体は、共的機関としてでも私的機関としてでも
なく、その双方の性格を有している。これは、共
的機関でも私的機関でもない新たな概念が誕生し
つつある証拠である。筆者は、それは共私的とい
う新しい概念だと考える。これは、｢共｣と｢私｣を
個別に優先するのではなく、｢共｣を達成するため
に｢私｣を高めなければならない。ようするに、
｢私｣自体が確立しないと｢共｣も共倒れの状態になっ
てしまう。そのためには、まず農業経営事業体は、
｢私｣が儲けなければならない。そのためには、何
度もいうが戦略的経営が必要不可欠である。そし
て、｢私｣として確立した農業経営事業体は、｢共｣
の達成のために尽力しなければならない。ここで
はじめて、共私的機関としての役割を成すのであ
る。
共的機関の性格をaとする。私的機関の性格を
bとする。筆者は、このaとbの間の概念が、共私
的機関の性格が存在するとした。この共私的機関
を式であらわすと、a×b＝xと表すことができる。
a＋b＝cではない。まず、後者から説明をする。
a＋b＝cは、統合という言葉に言い換えることが
できる。統合とは、a＋bを合わして新しいcが生
まれることである。しかし、このcの構成要素は
aとbである。この場合、経営事業体は己の都合
により、aになったり、bになったりする。ここ
でいうと、農業協同組合になったり、株式会社に
なったりすることができる。つぎに、前者を説明
する。a×b＝xは、融合という言葉に言い換える
ことができる。融合とは、a×bを掛けて新しいx
が生まれることである。このxは、後者と違い、
構成要素にaとbは存在しない。新しいものが生
まれる。この場合、経営事業体は己の都合により、
aになったり、bになったりできない。あくまで
も、xとして存在しなければならない。ここでい
うと、農業協同組合になったり、株式会社になっ
たりすることができない。新たな概念である、協
同株式会社として存在しなければならないのであ
る。
5-3 協同株式会社制度の導入‐競争から協創へ‐
今日、農業を取り巻く経営体は、農業協同組合
をはじめ、農業生産法人や株式会社などさまざま
である。これらは順に、農協法、農地法、会社法
にそれぞれの存在根拠を持つ。また、農業におけ
る経営体は、農業の性格を加味した経営を行わな
ければならない。それは、食料・農業・農村基本
法に代表されるように、国民に対する食料の安定
供給や環境保全など公共財としての役割が強いか
らである。この農業の性格である公共に対し、株
式会社は私的という性格を有している。それは、
株式会社とは、己の利潤最大化を目的とし、それ
を株主に還元することが大きな役割であるからで
ある。しかし、この私的である株式会社の参入障
壁を下げた背景には、今日における農業の問題を
解消するためには、株式会社の力を必要としたか
らであろう。筆者は、それは、株式会社が有する
経営戦略や経営ノウハウだと考える。
株式会社とは、競争社会のなかで存在する法人
である。これは、今日、企業の敵対買収やコスト
削減のためのリストラからも説明ができよう。株
式会社は、その市場においてシェアを取り、他社
に勝ち、利益を勝ち取ることが要求される。しか
し、上記で述べた通り、トップリバーなどは、法
人格を有しているにも関わらず、株式会社の性格
から一脱している。それは、自立農業者になるた
めの支援や消費者のことを第一に考えた流通革命
などから説明ができる。今日、農業協同組合や農
業生産法人、株式会社を区別するものは法律だけ
であり、実態の経営活動は互いに入り混じってい
るのである。また、法律上、存在根拠を区分して
いるが、経営実態は伴っていない以上、それを捉
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える新しい制度が必要である。それは、協同株式
会社制度である。
では、なぜ新たに制度を設ける必要があるかと
いうと、大きくわけて2つ挙げることができる。1
つ目は、今日、規制緩和がなされつつあるなかで
も株式会社への規制や懸念があることである。株
式会社への規制は、上述したとおり、参入障壁は
ある程度下がったとはいえ、まだ、自由に参入で
きるレベルに達してしない。また、株式会社への
懸念は、農地を私的に利用するのではないか、と
いうものである。これらがあるために今日におい
ても、農地法において耕作者主義が叫ばれている
であろう。2つ目は、今日JAに対しても多くの批
判がなされていることである。それは、JAの事
業内容の大半が信用事業と共済事業になっている
ことである。ようするに、JAは金融機関となっ
てしまっていて、本来の役割を果たしていない。
これらの批判は、その存在意義と実際の経営との
間に乖離が生じているからである。もはや、既存
の概念では双方を捉えきることができない。
競争社会においての株式会社は、他社を排除す
ることにより、その存在意義を明確化する。しか
し、これは農業を行う経営体にそぐわない。それ
は、農業はより共私的な性格が求められ、公共財
としての役割が強いからである。また、今日にお
ける農業問題は、個では対処、解決できない。そ
れは、当初、地主制度を解体させ小作人を解放さ
せたことに始まりさまざまな問題が明るみとなっ
た。そして、今日では、それらの農業問題を解決
するために、株式会社の参入における規制を緩和
している。これは、個より大きい事業体の方が問
題解決の近道になるとされたからに他ならない。
さらに、これらの事業体も個々に活動するのでは
なく、お互いに協力し、大きな個を創る必要があ
る。小さな個の集合体で大きな個を創るのである。
また農業における経営体は、存在意義を法律に
依らなければならない。また、農業における経営
体は、存在を法的根拠で説明しなければならない。
しかし、これらは単なる枠組みにすぎない。これ
は、上述した通り、その枠組みを超えて活動して
いる事業体からも明らかであろう。最終的に求め
られるのは、その経営体を“誰がどのように扱う
か”である。そこで、最初の枠組みを協同株式会
社として設立する。そして、農業の経営を自由に
させれば良い。この自由とは、ある前提(制約)下
での自由である。この前提とは、農業の役割を第
一に考え、お互いに認め合うことである。上述し
たとおり、株式会社は、他を排除することにより、
存在意義を明確にする。これでは、農業における
経営体の存在意義にそぐわない。そこで、他を認
めるという概念が必要である。農業の特性上、他
との協力が必要なことに異論はなかろう。農業に
おける事業体に必要なのは、他を認め互いに協力
をし、そこから新しいものを創ることである。他
を排除する競争の概念ではなく、他を認め、協力
をし、新しいものを創るという協創の概念が必要
である。
6 おわりに
日本における農業経営体のなかには、本来の存
在意義から逸脱した経営を行う農業経営体が存在
する。また、これまで農業界では当たり前だった
経営手法を根底から否定し、逆の経営手法を行っ
ている。しかし、これらの経営手法は、他の産業
では当たり前であった。これまで農業界において
は、他の産業における経営手法が適応されなかっ
たのである。それは、良くも悪くも農業は、自然
を相手にした産業からであろう。これからの農業
経営体は、自然産業ということを加味した上で、
儲かる経営手法を実践しなければならない。それ
は、他の産業を基にした経営戦略であり、農業に
柔軟に対応した経営戦略である。
これまで、日本における組織の性格は、公的と
共的、私的(本稿では、共的と私的を挙げた。)に
分けられてきた。しかし、これはわかりやすいよ
うにステレオタイプで明確化したものに過ぎない。
蓋をあけてみると互いの領域を逸脱した経営を行っ
ている。この概念を捉えるために、筆者は共私的
という新しい概念を提言する。農業協同組合は、
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己の存在意義のために批判を受けるし、株式会社
は己の存在意義のために農業を行う経営体として
ふさわしくないとされる。このような批判をする
ことは、無意味である。それは、農業における数々
の問題を是正することが急務だからである。共私
的機関として農業を行う経営体が存在できれば、
これらの批判は限りなくゼロに近づくであろう。
また、共私的機関を制度化する必要がある。それ
は、協同株式会社制度である。協同株式会社とは、
株式会社の競争の原理を加味した上で、共的機関
の性格である｢協｣を基にした制度である。これを
協創という。今日、農業に必要なものは、上述し
た協創の原理なのである。そして、協同株式会社
は、共的と私的のどちらに属することもない。振
り子のように縦横無尽に行き来ができる。
日本における農業は、もはや壊滅の危機にある。
これを是正するために、協同株式会社の設立が急
務である。そして、共私的機関の性格を有する農
業経営体には、全てとまではいわないが規制を緩
和し、自由な経営をする権利を与える必要がある。
あとは、それを監視すれば良い。筆者は、このよ
うな制度が確立されれば、日本における農業は活
性化するのではないかと切実に考える。また、共
私的の概念は、農業界に留まらず、様々な業界で
要求されてくるであろう。
注
１ 筆者が一部修正し加筆
２ 農業協同組合法、第1条
３ ドイツの社会学者、テンニエスが設定した社会
類型の1つ
４ 2002年11月にユニクロを展開するファーストリ
テイリングが、インターネット販売SKIPスト
アを展開したことである。2003年5月には、銀
座松屋地下食品売り場に店舗を出店した。SKIP
の基本コンセプトは、高品質で安価な野菜を提
供することだった。しかし、顧客の希望通りに
配達ができない、生鮮食品であるがゆえの在庫
管理の難しさ、物流システムの不備などにより、
事業としては失敗に終わった。衣料品で大成功
をしたユニクロのSPA(製造小売り)が農作物に
は通用しなかった。
５ 筆者が一部修正
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